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１ 事業の背景と目的 

平成 29 年５月に施行された「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律」（以

下「クリーンウッド法」という。）では、第４条に国の責務として我が国及び外国の森林の

持続可能な使用に関する法令等木材等の適正な流通の確保に資する法令に関する情報収集

及び提供、その他必要な措置を講ずるとされている。本事業は、事業者の合法伐採木材の流

通及び利用の促進に資することを目的に実施するものである。 

本報告書で報告する改正クリーンウッド法に関する外国語説明資料の作成では、輸入時

のクリーンウッド法における原材料情報の収集及び合法性の確認の円滑化に寄与すること

を目的として、第１種木材関連事業者が活用する海外輸出事業者向けのチラシ等の作成を

行った。 

 

 

 

２ 実施体制 

 本事業である改正クリーンウッド法に関する外国語説明資料の作成については、一般社

団法人 全国林業改良普及協会（以下、全林協）が実施した。事業従事者は表１のとおりで

ある。 

 

表１ 事業従事者 

事業従事者 所属・役職 役割分担 

中山 聡 専務理事 全体管理、監督 

仮家 晋一郎 編集制作部長 業務全般のサポート・助言 

本永 剛士 編集制作部 担当部長 業務全般、資料・人材リサーチ、資料作成依頼・

確認 

三石 麗 編集制作部次長 業務全般のサポート 

小黒 勝 総務部次長 事業費・委託費（会計）管理サポート、経理事

務、日報受取 

安藤 麻菜 編集制作部主任 業務全般、資料・人材リサーチ、資料作成依頼・

確認 

吉田 憲恵 編集制作部 資料確認 

石井 麻美 編集制作部 事業費・委託費（会計）管理 

守屋 貴史 総務部 事業費・委託費（会計）管理 
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３ 実施内容 

（１）外国語説明資料の作成内容 

日本国内の木材等輸入事業者が、海外の輸出業者に対しクリーンウッド法について周知

や協力の要請を行う際に活用できる外国語説明資料（英語版、中国語版、ベトナム語版、イ

ンドネシア語版）の作成を行った。 

 

なお、作成した資料の内容については以下のとおり。 

 

①外国語説明資料（チラシ） 

【表面】 

・クリーンウッド法の趣旨 

・対象物品等 

・輸出業者からの提供が求められる原材料情報 

【裏面】 

原材料情報として活用できる証明書の例として、次の３カ国の証明書例を資料に掲載 

・中国（林木采伐許可書／県林業局等が伐採者に対して発行する書類。伐採地の所在、樹

種、伐採許可量や伐採期間等が記載） 

・インドネシア（V-Legal ドキュメント／インドネシアから輸出される木材製品等に対

して、合法性証明書として発行される） 

・ベトナム（Land‐use Right Certificate／土地利用者の権利を証明する書類。林地利

用者、プランテーション面積と所在地、利用目的、利用期間等が記載） 

 

②クリーンウッド法における合法性の確認手引きにおけるチェックリストの翻訳 

（掲載箇所：https://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/goho/howto/howto.html） 

林野庁の既存資料である上記資料を英語版、中国語版、インドネシア語版、ベトナム語

版に翻訳 

 

 

（２）作成過程について 

①構成について 

外国語説明資料の基となる日本語版資料について検討した。林野庁担当職員と協議の

上、具体的な構成を作成した。構成については、本事業の専門委員会に諮り、出された意

見のうち、聞き取りが必要な項目については聞き取りを行い、案の修正を行った。 

 

 

https://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/goho/howto/howto.html


3 

＜専門委員会での意見について＞ 

・クリーンウッド法は、証明書があればよいというわけではなく、その証明書を用いる

根拠や、何を根拠にそのように判断したのかが大事であり、証明書の例示がなくてもデ

ュー・デリジェンス（ＤＤ）の考え方で、自分たちで判断できる材料を、どのように集

めるかという点に重きがある。今回の外国語説明資料についても、クリーンウッド法本

来の考え方に基づいて作成してほしい。 

（対応）外国語説明資料に、「日本の事業者から補足的な情報提供依頼（ヒアリング等）

がある場合、対応をお願いします。」の文言を追加した。 

・提出された外国語説明資料案を見ても、これが本当に使えるものなのかが判断できな

い。現状を踏まえて、商社や民間企業がどのような資料を必要としているのかを取材し

て制作する必要がある。 

  （対応）木材等の輸入事業者を会員とする日本木材輸入協会を取材し、外国語説明資料

に必要な情報について助言いただいた。主な必要情報については次項で紹介。 

・日本語で作成した外国語説明資料案だけでは、伝えようとしていることが海外で通じる

のかが分かりにくい。まず専門委員会で確認できる英語版の説明資料を作成し、検討し

たうえで、その結果を３カ国語版の説明資料作成に生かした方が良い。 

（対応）説明資料案（英語版）を作成し、専門委員会の委員にメール送信し、意見照会を

行った。 

 

＜日本木材輸入協会に聞き取りし、説明資料案に反映した情報＞ 

・説明資料を作成する３カ国（中国、インドネシア、ベトナム）からは多く木材を輸入し

ているので説明資料は非常に役立ち、効果がある。ただ、より小規模な輸出国が課題を

抱えていると考えられる。実際には、日本への輸出のシェアが大きくない国はクリーン

ウッド法への関心が高くない。そのため、説明資料の英語版があれば汎用性が高く、タ

イやマレーシア、ヨーロッパでも活用できる。英語版を作成した上で、必要に応じて他

国語版も用意するのが望ましいと考える。 

・説明資料案に、「木材・木材製品が認証材であることを証する証明書の写し」と記載が

あるが、このように記載すると輸出事業者が「認証取得で付与される認証書」をコピー

して添付してくる可能性がある。そうではなく、FSCであれば「FSC、mix○％、CoCナ

ンバー」のような記載がある書類や、また船積書類等のように購入して輸入した商品が

認証材であることを明示した書類が確認には必要である。この項目内容を説明資料に

記載する際は表現に注意が必要である。 

・輸入事業者が海外のサプライヤーに伝えても十分な回答が得られない場合があるため、

日本の輸入事業者にとって必須事項であることが明確に伝わる書類とする必要ある。

「日本の事業者のリクエストに対しては真摯に協力してください。」など表現を工夫し

て、また日本政府からの強い要請であることがわかるようにしていただきたい。 
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・合法性の確認作業であるデュー・デリジェンスは、日本の事業者に義務付けられている

ので、輸出事業者に対して日本の事業者から電話や訪問、メール等で質問があった場合

には、必要な回答を的確にしてほしいということを記載していただきたい。また、この

ことは、証明書がなくても質問に回答することで証明の代替となることを輸出事業者

に理解してもらうことにもつながる。 

・海外の輸出事業者がクリーンウッド法への対応をうまく進めている場合は、例えば、認

証材や V-Legal の証明書などがある場合は、それで完了となるが、そうならない場合

は、個別にデュー・デリジェンスを行う。そのときにどのような情報がほしいかを相手

に伝えて、林野庁が作成したチェックシート（「改正クリーンウッド法における合法性

の確認（デュー・デリジェンス）手引き」に収録）を参考にチェックしたい情報を相手

に共有して、相手がそれに沿った形で情報を提供する方法をとっている事業者もいる。 

・チェックリストの英語版、他の言語版もあると役立つ（「改正クリーンウッド法におけ

る合法性の確認（デュー・デリジェンス）手引き」「チェックリスト 1-1原材料情報と

して収集等すべき事項」と「チェックリスト 1-2その他の収集等を検討すべき事項））。

例えばチェックリストがあるので必要であれば参照くださいと記入して、相手から求

められれば提供して、必要な情報を得ることもできる。 

 

＜修正した説明資料案への専門委員会の委員からの主な意見と対応－メールで照会＞ 

・「合法性が確認できなかった木材・木材製品も、『合法性を確認できなかった』旨の情

報を付ければ流通させることが可能です。」の記載について。 

合法性を確認できなかった木材・木材製品の流通は好ましいものではなく、市場や消

費者が判別し、選択から外すことができるよう、例外的に「合法性が確認できなかっ

た」旨を表示することで流通が可能になるという CW法の趣旨を理解してもらう表現を

提案する。 

（対応）「合法性が確認できなかった木材・木材製品には、市場が判別できるように「合

法性を確認できなかった」旨が判別できるようにした上で、流通させなければなりませ

ん。」と記載を修正。 

・「木材・木材製品が認証材（FSC、PEFC、SBP、GGL）であることを証する証明書の写し 

＊CoC認証登録証は、その木材が認証材である証明書ではありません」の記載について。 

国内の合法確認木材の使用を求める各種補助事業でも、CoC認証書、合法木材認定事業

者証のコピーだけが添付されている事例が多くあり、もともと日本ではなじみが薄い

「認定」、「認証」等の用語がさまざまな場面で異なる意味で使われており、また受け取

った側（特に建築事業者など）も、どの書類が何を示すのか理解されていない。企業が

認証を取得したことを示す認証書は、当該の木材・木材製品が認証を受けていることの

証明にはならないことを、より明確に記載してはどうか。 

（対応）認証書は証明書ではないことが明確になるよう、記載を修正。 
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②証明書の確認について 

チラシに掲載する証明書として適切であるか以下に依頼し、確認を行った 

・中国語（在中国日本国大使館） 

・インドネシア語（日本木材輸入協会） 

・ベトナム語（在ベトナム日本国大使館） 

 

③翻訳およびネイティブチェック 

各言語への翻訳については、専門分野の産業翻訳サービスを行う企業に翻訳を依頼し、

ネイティブチェックは次の方々に依頼した。 

・中国語（中国・日本の木材流通業に関わる民間会社社長） 

・インドネシア語（在日インドネシア共和国大使館職員） 

・ベトナム語（JICAの研修コース管理・運営支援等の経歴を持つ個人事業主） 

 

 

（３）制作した外国語説明資料 

外国語説明資料の各言語版は次頁以降に添付。 
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日本語版（資料、関連情報収集のためのチェックリスト） 

・日本語版（資料） 
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・日本語版（関連情報収集のためのチェックリスト 1-1） ※林野庁既存資料 
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・日本語版（関連情報収集のためのチェックリスト 1-2）※林野庁既存資料 

 

 

 

 

 

 



9 

・日本語版（関連情報収集のためのチェックリスト 2）※林野庁既存資料 
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英語版（資料、関連情報収集のためのチェックリスト） 

・英語版（資料） 
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・英語版（関連情報収集のためのチェックリスト 1-1） 
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・英語版（関連情報収集のためのチェックリスト 1-2） 
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・英語版（関連情報収集のためのチェックリスト 2） 
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中国語版（資料、証明書の例、関連情報収集のためのチェックリスト） 

・中国語版（資料） 
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・中国語版（証明書の例） 
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・中国語版（証明書の例解説） 
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・中国語版（関連情報収集のためのチェックリスト 1-1） 
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・中国語版（関連情報収集のためのチェックリスト 1-2） 
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・中国語版（関連情報収集のためのチェックリスト 2） 
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インドネシア語版（資料、証明書の例、関連情報収集のためのチェックリスト） 

・インドネシア語版（資料） 
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・インドネシア語版（証明書の例） 
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・インドネシア語版（証明書の例解説） 
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・インドネシア語版（関連情報収集のためのチェックリスト 1-1） 
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・インドネシア語版（関連情報収集のためのチェックリスト 1-2） 
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・インドネシア語版（関連情報収集のためのチェックリスト 2） 
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ベトナム語版（資料、証明書の例、関連情報収集のためのチェックリスト） 

・ベトナム語版（資料） 
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・ベトナム語版（証明書の例） 
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・ベトナム語版（証明書の例解説） 
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・ベトナム語版（関連情報収集のためのチェックリスト 1-1） 
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・ベトナム語版（関連情報収集のためのチェックリスト 1-2） 
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・ベトナム語版（関連情報収集のためのチェックリスト 2） 
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